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１ 問題設定・研究目的 
 1955 年から 1973 年にかけて当時のドイツ連邦共和国（いわゆる旧西ドイツ）が二国間
協定に基づき受け入れた外国人労働者の多くは、やがて家族を呼び寄せて定住するように
なった。この政策と社会変化に起因する教育課題の一つとして、彼らの子どもたちに対す
る言語教育の問題が浮上した。連邦制をとるドイツでは、教育は各州の管轄事項であるた
めに、外国人の子どもへの教育に対する旧西ドイツ 11州の対応には共通性と同時に相違性
が見られた。共通性とは、外国人労働者の子どもに対してドイツ語教育と母語教育を保障
したことである。他方、相違性とは、母語教育への対応に関する開きともいうべき政策の
違いである。たとえば、1980年前後に母語教育が制度化されたときから、母語授業の責任
主体を州文部省に置く州と出身国領事館に置く州とに分かれたことが顕著な例である。 
そのなかで、州文部省主導の母語授業を行う州の一つであったヘッセン州は、旧西ドイ
ツ 11州の中で唯一この母語授業を対象児童生徒に対して必修とし、母語授業の学習指導要
領制定にも早くから着手し、その積極的な取組で知られた。しかし、1999年の政権交代を
機に、母語授業に関する政策は転換された。新たな方針によれば、州は以後母語教育の教
員を新たに採用せず、在職の母語教員が定年を迎えた時点で州文部省主導の母語授業は終
了するとされた。母語授業を縮小する方向性は、他のいくつかの州でも見られ、そこには、
「母語授業は、外国人労働者はいずれ本国に帰るという前提に基づいて用意されたもので、
かれらがドイツ社会に定住するのであれば必要ない」とする見解があった。 
しかしながら、母語授業の展開には必ずしも常に帰国を前提としていたわけではない側
面がある。移民児童生徒の文化的アイデンティティの涵養を母語授業の目的の一つに挙げ
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ている行政文書もあり、母語授業の枠組みを活用して二言語環境に育つ子どもにとって相
応しい学校教育の在り方が模索されてきた実践例もある。本論文は、ドイツの学校におけ
る移民の子どもの言語教育について、理論・政策・実践の面からその変遷を明らかにし、
さらに、その 3面の関連付けをはかることによって、移民児童生徒に対する言語教育の展
開を包括的に考察し、合わせて今後の政策への展望をはかることをねらいとした。 
 
ドイツを研究対象とした理由は次の 2点にある。 
第一に、ドイツはいわゆる伝統的な移民国家ではなく、先進国の中では例外的にいわゆ
る血統主義を採ってきた点において、日本との類似性が見られる。1999年の新国籍法によ
って外国人の子どものドイツ国籍取得が容易化されたとはいえ、完全な出生地主義とはな
っていない。事実上の移民を多数抱えながらも自らは移民国家ではないとする自己規定に
則って政策を重ねてきたドイツの経験は、日本が今後たどりうる道程と無関係ではない。 
第二に、ドイツは、一方で欧州評議会や欧州共同体／欧州連合といった国家よりも大き
な統合体の指針を遵守すべき立場にあり、他方で教育行政に関する権限が州に置かれ、さ
らにその下の地方公共団体にも独自の裁量が認められているという複層的な教育行政体制
をとっている。この中で生み出される政策決定には、多様な見解、豊富な論点が含まれて
いる。それゆえに、学校教育に関する立法・行政上の多様性は、言語教育に関するさまざ
まな選択肢をわれわれに提供してくれる。 
本研究は、ドイツの中でも特にヘッセン州を中心事例として扱っている。その理由は、
ヘッセン州では先述したように、母語授業に関しての大転換がなされたことによる。ヘッ
セン州における政策の経緯や関係者の反応を政令等の文書や新聞記事などから描出するこ
とにより、1999年の方向転換がもつ意味合いを検証する。そこから、当事者間で異なる母
語教育の位置づけ、移民児童生徒の言語発達に関する理解の相違、理論と政策の乖離など
が明らかになると考えた。 
 
２ 先行研究との関係からみた本研究の着眼点 
 ドイツにおける移民児童生徒の言語教育に関する日本国内の先行研究には、以下のもの
がある。（本論文の序章に詳述） 
（１） 行政制度上の比較教育学的関心から学校への受入体制を分析したもの 
（２） 異文化間教育の観点から母語授業について論究したもの 
（３） 移民児童へのドイツ語教育や欧州の言語教育政策を言語学から論及したもの 
これらの専攻研究は、ドイツ語教育ないし母語教育を部分的に論じたものが大半であり、
移民児童生徒の言語教育という総合的視点から教育課程全体を対象としていない。 
本研究では、ドイツ語教育と母語教育を包括しつつ、さらに外国語教育や教科教育との
連関にも目を向け、二言語／多言語環境にある子どもの言語発達を支援する方策について
総合的な視点から考察した。それにより、ドイツ語教育と母語教育の各々の枠内では解消
しきれない問題点を、言語教育の全体的な構想の中で克服する可能性を探究した。 
 次に、ドイツにおける先行研究では、制度上や運用上の各州比較、教育史や比較教育学
に基づく理論的考察、言語教育プログラムの事例報告などがある。しかし、管見では言語
教育政策史研究に相当する分析はない。本研究では、国際レベルの指針に目を配りつつ、
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同時に外国語科目をも含めた学校における言語教育の一部として、移民児童生徒の言語教
育を年代史的に解明したが、この点にも本研究の独自性があると考える。 
 
考察にあたっては、言語教育の名で呼ばれる様々な種類の教育を移民児童生徒の望まし
い言語発達に適った形で学校教育の枠内に統合する方向性の探究を意識した。専ら移民家
庭の子どもに向けられた、ドイツ人家庭の子どもを含まない特別な教育（正規授業の時間
外に設けられたドイツ語支援授業や移民の子どものための母語授業など）を正規授業に取
り込んでいくためにはどうすればよいのかといった問題にもアプローチした。例えば、教
科教員も含めたすべての教員が「第二言語としてのドイツ語」に関する研修等を通してド
イツ語を母語としない児童生徒の理解を助ける教授法上の工夫が求められる。 
次いで、移民児童生徒のための特別な教育と従来の学校教育とをどのように調和的に編
成するかという課題と共に、移民児童生徒にとっての多言語教育を外国語教育としての多
言語教育といかに整合していくかについても注目した。グローバル化の進む今日、外国語
教育の意味での言語教育への注目が高まり、欧州では欧州統合の目的も加わってその傾向
がより顕著である。そのような多言語教育に関する研究は日本でもなされているが、それ
が移民児童生徒の視点から検証されることは少ない。その点を補う意味でも、移民児童生
徒にとっての多言語教育が一般に言うところの多言語教育の潮流にどの程度合流し、どの
程度除外されているかを明らかにしようとした。 
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以下、本論文の各章の概要を示す。 
第 1章 移民の実態と背景 
第 1章では、本研究の主たる対象である移民児童生徒が置かれた社会的状況を明らかに
することによって、2 章以下の検討に必要となる前提知識の確認を行った。まず、トルコ
人を中心としたドイツへの移住の経緯や近年の統合政策など「移民と社会」の概観を把握
し、「移民児童生徒と学校」へと焦点を絞っていった。具体的には、学校における移民児童
生徒の教育に関する指針について、国際的な条約、欧州レベルでの政策、文部大臣会議決
議等の連邦レベルでの政策、そして各州の対応という次元から追究している。 
先ず、超国家レベルにおいては、ドイツにおける外国人の子どもの教育に関する研究で
一般に言及される 1977年の EC理事会指針が重要であり、さらにその原案である EC委員
会作成の文書に留意する必要がある。筆者はこの２つの基本資料の全訳を試み、これら 2
文書の比較検討によって原案から削除された内容をも明らかにしていった。この作業から、
文化的アイデンティティの尊重や教育における平等などの理念は立法化の段階になると後
退せざるを得ないという事実を突きとめている。次いで、国家レベルの政策に関しては、
外国人の児童生徒の教育に関する文部大臣会議の決議が重要であるが、すでに日本語訳の
ある勧告「学校における異文化間教育」（1996 年）の部分を除き、同様にこの決議文の全
訳を試みて分析を施し、同勧告に至るまでの変遷を検証することで、政策変遷の経緯をよ
り明確化しようと試みている。 
 
第 2章 ドイツにおける異文化間教育研究の理論的基盤 
第 2章では、移民児童生徒への言語教育を考察する上で求められる理論的基盤を押さえ
ていった。まず、これまでにドイツで行われてきた異文化間教育研究の推移をたどり、い
くつかの重要な論点を確認した。この作業により、後の章で見る教育政策や教育実践が、
同時代の理論的発展にどのように支えられていたのか、あるいはどれほど乖離していたか
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が明らかになった。例えば、集中的なドイツ語教育をしているから進歩的であるとか、母
語教育をしているから二言語教育に積極的であるとかというように、一概に判断すること
はできない。多言語環境に育つ子どもの言語発達に関する理解のないままにドイツ語教育
を強化すれば弊害が生じるであろうし、母語教育が事実上の分離政策である場合などは二
言語教育から最も離れている実践と言えるからである。このように、政策や実践を評価す
るためには理論的基盤が不可欠なのである。 
 
第 3章 言語教育政策 
本章では、移民児童生徒に対する言語教育の政策について考察した。方法としては、ド
イツが加盟する国際機関、なかでも欧州評議会や欧州共同体／欧州連合（EC/EU）がとる
言語ないし言語教育に関する政策の歴史的な展開を追いながら、ドイツ国内における具体
的政策への影響を探った。そのような国際的動向を見た上で、連邦レベルでの言語教育指
針について文部大臣会議決議等を確認し、各州の言語教育政策を比較した。 
ここでは、移民児童生徒の言語教育のみならず、言語的多数者にとっての多言語教育な
どについても触れている。それにより、言語教育の全体的な趨勢の中で移民児童生徒の言
語教育を位置づけることが可能になるからである。本研究が目指すように、移民児童生徒
に対するドイツ語教育と母語教育が包括的に論じられることは少ないが、それらを欧州で
重要性を高めつつある多言語教育と絡めての考察はより稀なのである。 
本研究はそれに取り組み、EC/EUの枠組みでの活動に支えられて母語授業から外国語授
業へと科目として「格上げ」された事例の背景等を明らかにすることができた。また、３
章の後半部分では、移民児童生徒に対する母語教育およびドイツ語教育について、各州の
政策を対比させた。従来の研究では、移民割合が高く、母語教育にも積極的であったノル
トライン・ヴェストファーレン州や、トルコ人の集住地区があることで知られるベルリン
州が調査対象となることが多かったが、本研究では、バーデン・ヴュルテンベルク州、ハ
ンブルク州、ニーダーザクセン州等、これまで十分に取り上げられなかった州でも現地調
査を行い、行政担当者への聞き取りによって得られた政策実施状況を交えて考察した。そ
の結果、ドイツ語以外の言語が身近にある子どもの環境をどのように学校教育に反映させ
る努力がなされているかについて、例えば州文部省の責任による母語授業実施の有無とい
った基準とは別の尺度からの検討が可能になっている。 
 
第 4章 ヘッセン州の言語教育政策の変遷 
本章で考察の対象とするヘッセン州の言語教育政策史は、本研究の中心的主題である。
ヘッセン州では、母語授業が対象児童生徒の必修科目とされ、指導要領策定や教員研修に
も積極的に取り組んできた。しかし、政権交代を機に、母語授業に代えてドイツ語教育の
強化が進められている。この政策転換をめぐっては、文部大臣、州議会議員、教育学研究
者、教員組合、移民関連団体、母語教員等さまざまな立場から各々の見解が提示された。
そこには、移民児童生徒の言語教育を考える上で重要な論点が多分に含まれている。よっ
て、この転換に注目し、それに至るまでのヘッセン州の言語教育政策の歩みについて一連
の文部省政令等から確認した上で、政策転換への反応について言及した。言語教育政策史
として振り返ることで、移民児童生徒に対する言語教育をめぐる課題の解消に向けた文部
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省の働きかけが明らかになった。そして同時に、理想と現実の差も実態として見えてきた。
例えば、母語授業は時間割に組み込まれるべきであるとしても、複数の学校で一つの母語
授業が行われる場合には放課後にせざるを得ないし、すべての学校に母語教員を配置する
ことは不可能である。このように多種多様な制約の中で、その時々の結論として打ち出さ
れた教育政策を追ってみたが、このことは有意義であった。 
さらに、政策の変遷を調べるために、移民児童生徒への言語教育政策の展開を 3期に分
けて検討した。すなわち、①増加する外国人児童生徒の対応に試行錯誤を重ねた拡大期
（1960-80年代）、②移民児童生徒の言語的多様化、他方では国際化時代における多言語教
育の重要性の高まりによって移民児童生徒に対する言語教育の新たな位置づけが探られた
変革期（1990年代）、③政権交代に伴う政策転換が生じた転換期（1999年以降）、の 3期で
ある。 
 
第 5章 ヘッセン州における言語教育の変遷 
 第 5章では、前章で論じたヘッセン州の言語教育政策がどのように実施されてきたかに
ついて、研究報告や文部省資料、新聞記事等を用いて分析した。特に、母語教育からの漸
次撤退が決定されて以降の動向を、それ以前と対比させることによって、同一州での異な
る政策下の実践の比較が可能になった。 
また、移民児童生徒への言語教育の優れた実践例として、ヘッセン州内の数十校で取り
組まれている KOALA（低学年対象二言語共同読み書き教育）を取り上げた。この教育実
践が成立した背景には、州主導型の母語授業の存在があったことから、それが母語教育の
形態をめぐる政策議論に一つの視座を提供したという点が指摘される。KOALA は、ヘッ
セン州フランクフルト市のある基礎学校でのプロジェクトを出発点とし、州文部省の教員
研修プログラムやフランクフルト市学務課内の移民言語教育専門部局を通じて拡大された
もので、実践に裏づけられた内容や方法についての事例としても一考に値する。バイリン
ガル教育にとっても示唆に富む実践であるが、日本ではほとんど紹介されていない。よっ
て、これについて説明し、次の第 6章の KOALAの実践報告につなげている。 
 
第 6章 授業観察に基づく言語教育実践の分析 
第 6章では、上述した KOALAの授業観察の他にも、就学前教育でのドイツ語支援授業
や中途入学者への特別授業、ポーランド語やイタリア語の母語授業など、5 州 6 都市で計
14校を訪れて見学した授業の内容を掲載し、その経験から得られた知見についてまとめて
いる。これらの実践を比較検討する場合には、各州の言語教育政策の独自性を踏まえてお
く必要がある。ここで扱った事例はほとんどが成功例と呼ぶべき内容であるので、そうし
た実践を可能にする環境要件として指摘できる点を考察に加えている。 
 
第 7章 学力保障／アイデンティティ形成と言語教育 
第 7章では、言語教育の目的が学力保障という面からとらえられることが多くなってき
た傾向を指摘し、他方でアイデンティティの形成という重要な役割をも負っていることに
注意を向けるべく論を進めた。学力保障を主眼とする言語教育改善策については、主とし
て PISA の結果を受けての教育改革を取り上げた。移民児童生徒の教育、とりわけドイツ
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語教育に対して、連邦レベルではどのような対策が講じられ、州レベルではどのような具
体的施策が出されているかを探った。アイデンティティ形成の面から見た言語教育に関し
ては、言語権という概念に触れ、ともすれば軽視されやすい少数言語の側からの権利要求
を確立する一つの方法を見ている。その上で、学力保障とアイデンティティ形成の両面か
ら捉えた言語教育を実践できる教員の養成について考察した。 
 
第 8章 国際的視点から見た日本における言語教育の課題と展望 
第 8章では、応用編として、まず先進諸国の言語的少数者に対する言語教育を概観し、
ドイツの相対的な位置づけを探った。その上で日本の状況に目を転じ、その課題と展望を
指摘している。各国の言語教育政策は、言語的社会状況や政治的経緯によってその特徴に
相違はあるが、公的な母語教育の縮小傾向が共通して見られる。その中で、とりわけ日本
においての母語教育の必要性、実現可能性について考察をほどこした。 
 
終章 多言語社会における学校教育の責務に関する一考察 
 最後に、本研究で得られた知見を総合し、多言語・多文化社会における学校教育の展望
を示すことを試みた。ドイツでの経験を踏まえ、公立学校において移民言語を教授する意
義に触れて、提供される言語科目の選択により鋭敏な目を向けるべきであると述べた。そ
して、移民児童生徒の視点からの言語教育の改善、すなわち社会の言語的多様性から出発
した言語教育の構想には、グローバル化やコンピテンシー重視という時代的要請からでは
看過されかねない言語教育の意義を発見する必要があること、その可能性について展望を
重ね、結論とした。 
 
４．本研究の意義と評価 
従来の研究は、ドイツ語教育ないし母語教育を部分的に論じたものが大半であったが、
本論文は、移民児童生徒の言語教育という総合的にして包括的な視点を設定し、教育課程
全体を対象とした研究を展開している。 
１ 移民の子どもといってもいろいろなタイプがある。州によってはそれらの子どもの割
合が極めて高く、もはや移民とはいえない世代が誕生して久しいという実態もある。この
ような動態的な現状を踏まえ、本研究は、まず代表的な理論的基盤を政令や報告書等を解
読して押さえていった。次に言語教育に関する国際的視点、連邦レベルの方針、ドイツ各
州の政策といった３段階の腑分けをして、移民の子どもの言語教育をめぐる施策の変化の
把握を試みた。 
さらに、①1960-80年代の拡大期、②1990年代の変革期、③2000年代の転換期と、言語
教育政策の変遷を独自の考察に基づいて分類し、それぞれの時期の政策を洗うことで、歴
史的変遷を明らかにしていった。この研究の手法には手堅い独創的が認められる。 
２ ドイツでは州毎にそれぞれに言語教育のタイプがあり、多様に開発されているのであ
るが、本研究ではそれらの諸政策をひとくくりにすることなく詳細にまとめあげ、とくに
革新的といわれたヘッセン州の教育実践に注目し、先進的に開発されてきた多種多様な授
業メニューを初めて明らかにした。本研究は、数度にわたる現地調査によって実践例を丁
寧に観察してまとめ上げ、この領域の教員養成・配置の問題にも目を向け、ドイツにおけ
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る代表的な言語教育施策の実践をシステマティックにかつ総合的にまとめあげた。 
３ ドイツの異文化間教育論が常に批判してきたのは、ドイツ人児童生徒や従来型の教育
のあり方を「普通」とし、そこに参入した外国人児童生徒や追加された支援授業などを「特
殊」扱いするような考えかたである。本研究は、このような標準モデルの思考をとること
なく、多元性を前提した教育を構想することによって、一人一人の児童生徒の発達可能性
に立脚した教育の実現に期待を向けている。本研究は、ヘッセン州の言語教育政策の歴史
と実態の分析に焦点を当てているのみならず、移民の児童生徒たちの学力保障、帰属意識
としてのアイデンティティの形成、自尊心の育成といった課題にも少なからず目配りをし
ている。もはや「母語」教育とはいわず「出自言語」教育とさえいわれるようになった最
近の動向をふまえ、「社会的責任」としての複数言語の学習権保障という展望で締めくくっ
ている点は、研究成果を自らの糧とした筆者のヒューマンな見識を表明するものである。 
 
５．今後に期待される課題 
１ 本論文の基盤と問題意識にたって、ヘッセン州とは対比的な他の州についても研究し
てみるならば、さらに立体的で総合的な把握が可能となることであろうと思われる。 
２ 筆者自身が述べているように、本研究は学校教育に限定して調べを尽くしたが、社会
教育面ではいかなる施策がほどこされているか、あるいは移民の成人を対象とした言語教
育政策はどのような展開になっているかなど、今後、福祉的な面も加えて調べを尽くして
いくならば、さらに複層的な全貌が把握できるであろう。 
３ 最後に、ＥＵなどの国際的な枠組みのなかにあって、依然として州単位の教育行政を
とるドイツは、今後国家としての言語教育方針の統一性をどのように構築していくのであ
ろうか、このような難題にも果敢に挑戦してみることを期待したい。 
 
 以上のように、本論文のテーマの範囲を超える要望はあるものの、それらは今後の
発展的研究に対する期待であり、本論文の価値を何ら低減させるものではない。 
長年にわたる真摯な研究・調査からまとめられた本論究は極めて高く評価されるも
のであり、本学の博士（教育学）の学位に値する卓抜な論文であるという見解で審査
員一同は一致した。 
ここに報告する次第である。 
＜完＞ 
 
2010年 3月 31日 
